
第４章 子育て支援・少子化対策の具体的な展開 
１ 施策の展開 

Ⅰ家庭・地域における子育て支援 
１ 子育て家庭に対する支援 

  

現状と課題 

核家族化や都市化の進展等により、家庭や地域の子育て機能が低下しており、子育てに対する不

安や負担感が大きくなっています。こうした不安や負担感を解消するため、適時適切な情報提供や関

係機関、団体等が実施する相談窓口の周知、相談体制の充実を図る必要があります。 

保育所の待機児童が発生しておらず、延長保育や休日保育、一時預かり、放課後児童クラブなど

保育サービスが拡充されてきていますが、働き方の多様化に伴い保護者のニーズに十分応えきれて

いない部分もあるため、保護者のニーズに合った保育サービスの提供や保育の質の向上を図る必要

があります。 

母子・父子家庭の多くが生活費や子育て、家事等に様々な悩みを抱えています。ひとり親家庭の経

済的自立を図るための就業支援や、仕事と子育ての両立を支える子育て、生活支援策等が求められ

ています。 

 

■仕事と育児の両立の難しさで仕事をやめた理由（複数回答） 

項  目 県調査 全国調査 

子どもの病気等で度々休まざるを得ないため 53.7 32.8 

育児休業を取れそうもなかった（制度がなかった） 43.9 36.0 

手助けしてくれる親族がいなかった 43.9  

自分の体力が持たなそうだった 41.5 52.8 

育児に対する配慮や理解がない職場だった 41.5 21.6 

保育園の開所時間と勤務時間が間に合わなかった 36.6 32.8 

家族がやめることを希望した 19.5 20.0 

妊娠・出産に伴う体調不良のため 14.6 27.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みなさんの声 

○子育てに関する様々な相談窓口があるが、それぞれの機関の連携が少ないように思う。 

（少子化・子育てミーティング） 

○スーパーマーケットなど土日、祝祭日の勤務に対応し、休日も安心して子どもを預けられる施設があれ

ばよい。                                        （少子化・子育てミーティング） 

○放課後児童クラブでは、あまり遅い時間までみてもらえないので、開設時間をもう少し長くして欲しい。                      

（少子化・子育てミーティング） 

【資料 富山県知事政策室調査「少子化・子育て支援アンケート(Ｈ19)」】（保育所・幼稚園利用する保護者８０９）名対象 

【資料 日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査（2003.7） 



施策の基本方向 

（１） 子育て等に関する情報提供・専門的な相談の実施 

 

具体的施策 

□子育て支援情報の提供や相談機能の充実 

各種の子育て支援施策が子育て家庭に周知・活用されるよう、市町村と連携協力した効果的

な情報発信と、情報紙や子育て支援ホームページの充実を図ります。 

   複雑化・多様化している県民からの相談に的確に対応するために、各分野の相談機関等との

情報交換を密にする連携強化と相談員の資質向上に努めます。 

子育てや家庭教育などの不安や悩みに対応するために、電子メール相談や電話相談、家庭

教育カウンセリングによる相談機能の充実を図ります。 

 

□妊娠・出産に関する情報提供や専門相談などの充実 

妊婦が、妊娠中の不安や悩み、疑問等を、いつでも気軽に相談できるよう、相談窓口の充実と

その情報提供に努めます。 

    母と子の愛着形成の促進と豊かな母性意識の醸成を図るための支援を行います。 

    市町村における両親学級等の内容の充実を図り、父親や家族を含めた、妊娠、出産、育児に

関する正しい知識の普及に努めます。 

市町村が実施する安心、安全な出産に向けた妊婦等支援教室の開催を支援します。 

 

目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

ホームページ「子育てネッ！と

やま」年間アクセス件数 56,177 件 46,000 件 

小学生 6 年生までの

子どもを持つ家庭の

約 1/２程度のアクセ

スをめざす 

 

（２） 多様な保育サービス・子育て支援サービスの充実 

 

具体的施策 

□保育従事者の確保と資質の向上 

 保育士、調理員など保育従事者を安定的に育成・確保するとともに、専門性を高め、資質向上

を図る研修を支援します。 

 

□保育サービス内容の評価と質の向上 

 保育サービスの質の確保・向上を図るため、研修や指導監査を実施するとともに、福祉サービ

ス第三者評価制度の普及を進めます。 

    

□延長保育等の多様な保育サービスの拡充と質の向上 

保育所の待機児童が年間を通して発生しないよう、市町村に対し、適正な定員の確保や定員

の弾力運用について勧告します。 

保護者の働き方の多様化等に伴う様々な保育ニーズに対応するため、延長保育、休日保育、

病時・病後時保育など多様な保育サービスの充実を図るとともに、一時預かりのニーズの高い地

域におけては、子育て支援センターや富山型ディサービス等における一時預かり事業の促進に

努めます。 

臨時的な保育ニーズに対応するため、地域の会員同士で育児の援助を行うファミリー・サポー

ト・センターの普及と充実に努めます。 

共働き家庭の幼児教育に対するニーズに応じるため、幼稚園における保育機能を向上させる

預かり保育の充実を促進します。 

 

□特別な配慮を必要とする子どもへの保育等の充実 

 保育に特別な配慮を必要とする児童が増えてきていることから、障害児保育を充実します。 

 



□放課後児童クラブ等の拡充と指導員の資質の向上等（再掲） 

共働き家庭の小学校児童が、授業終了後に過ごす放課後児童クラブや「とやまっ子 さんさん

広場」の整備や運営を支援するとともに、放課後児童クラブの開設日数・開設時間の拡大や適正

規模化を進め、運営改善を支援します。 

障害児等の受入れや指導員としての役割を十分果たせるよう、放課後児童クラブ等の指導員

の資質向上を図るための研修を実施するとともに、指導員が円滑に確保できるよう養成研修等

に努めます。 

特別支援学校等の児童生徒を対象とした放課後の一時預かりを実施します。 

 

□子育て支援拠点の拡充 

地域の子育て情報の提供、子育て親子の交流、育児相談・指導に応じる子育て支援センター

等の設置促進とその取組内容の充実に努めます。 

妊婦や3歳未満の子どもを持つ保護者も身近な子育て支援拠点である保育所におけるサービ

スが受けられるよう取組むとともに、幼稚園、富山型デイサービスなどにおける地域の子育て支

援の取組みを促進します。 

 

□子育て支援関係機関の連携促進 

子育て家庭への切れ目のない支援を実施するため、子育て支援センターや保健センター等子

育て支援を行っている関係機関の連携・ネットワーク化を促進します。 

 

□地域の実情に応じた施設整備や幼保連携の促進 

保育児童の増減、低年齢児の受入拡大など、地域の実情に応じた保育環境に対応するため、

市町村や保育所に対し、施設や設備の整備を支援します。 

就学前の教育と保育を一体的に捉え、保育士と幼稚園教諭の合同研修などによる幼保の連

携を促進します。 

保護者等の多様なニーズに対応するため、幼稚園と保育所の機能を併せ持つ認定こども園制

度の普及を図ります。 

 

目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

通常保育の受入児童数 30,634 人 28,489 人 市町村の計画値を目標と

し、要保育児童 100％をめ

ざす 

 

 

3 歳未満児の受入れ児童数 

 
10,559 人 10,571 人  

待機児童数 

 

0 人 0 人 待機児童０人を維持する 

延長保育実施保育所数 203 か所 215 か所 市町村の計画値を目標と

する 

休日保育実施保育所数 39 か所 61 か所 市町村の計画値を目標と

する 

一時預かり事業実施箇所数 124 か所 135 か所 市町村の計画値をもとに、

更なる上積みをめざす 

病児・病後児保育事業実施箇

所数 

オープン型 12 

自園型   22 

62 か所 市町村の計画値を目標と

する 

放課後児童クラブ数 178 か所 222 か所 市町村の計画値を目標と

する 

放課後児童クラブの登録者数 6,738 人 

（21 年度） 

7,538 人 市町村の計画値を目標と

する 

放課後児童クラブのうち 18 時

を超えて開所するクラブ数 

18 か所 66 か所 利用者等へのニーズ調査

の結果をもとに設定 

とやまっ子さんさん広場事業

実施箇所数 

17 か所 20 か所程度 放課後児童クラブへの移行

等を見込み、ほぼ現行数を

めざす 



地域子育て支援センター設置

箇所数 

52 か所 77 か所 

とやまっ子子育てミニサロン設

置箇所数 

8 か所 5 か所 

地域の実情に応じて身近

な場所で子育て相談ができ

るよう、子育て支援センタ

ー、とやまっ子子育てミニ

サロンを合わせ、全中学校

区(82)での実施を目ざす 

幼稚園子育て支援実施園の

割合（園庭・園舎の開放、子育て情報の
提供、子育て相談など） 

90.6％ 

（19 年度） 

100％ 地域における幼児期の教

育センターとしての役割を

果たすため全幼稚園の実

施をめざす 

第三者評価を受ける保育所数

（累計） 

21 か所 45 か所 毎年 3 か所程度ずつの

受審を推進する 

 

 
（３） ひとり親家庭などに対する支援 

 

具体的施策 

□相談や情報提供機能の充実 

母子（父子）自立支援員の制度の周知を図るとともに、支援員に対して新たな情報の提供や

様々な分野の研修を実施し、ひとり親家庭が身近なところで相談できるよう、相談機能を充実し

ます。 

民生委員・児童委員等地域の相談機関や市町村などとの連携を促進します。 

養育費確保の推進のため、弁護士等による特別相談の充実を図るとともに、養育費確保に関

する情報提供と啓発を推進します。 

 

□生活支援の推進 

   ひとり親家庭の親が病気等により一時的に家事、育児等の日常生活に支障をきたす場合に家

庭生活支援員を派遣する日常生活支援事業の取り組みを促進します。 

   ひとり親家庭が安心して子育てや仕事をし、又は就業のための訓練が受けられるよう保育所

への優先入所や子どもの居場所づくりを促進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



２ 地域における子育て支援の促進 

  

現状と課題 

   核家族化や都市化が進むなか、家庭の子育て力が低下しており、育児の孤立化や子育てに対

する不安の増大など、子育てに伴う不安感、負担感が高まっています。 

   地縁による共同体意識が薄まりつつあり、地域の潜在的な福祉力を活かすためにも、行政では

行き届かない、きめ細やかな子育てに関する支援を担う人材や団体を育成する必要があります。 

   また、子育て家庭の多くが、身近で利用できれば良いと思うサービスとして、子育て中の母親が

集うサークルを希望していることから、地域における子育てサークルや団体の立ち上げを支援する

とともに、効果的に活動できるよう、情報提供や各種子育て支援団体等の情報交換を積極的に行

い、連携強化を図る必要があります。 

   核家族化や都市化の進展、遊び場の不足、事件・事故の増加など子どもを取り巻く社会環境が

変化する中にあっても、子どもたちが感性や社会性を身につけられるように、児童を健全に育成す

るための拠点づくりや、子どもたちが地域の人々の支援を受けながら、多様な交流や活動等が体

験できる場や機会の確保が求められています。 

 
 

身近で利用できればよいと思うサービス（H19富山県調査） 

                                  
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

みなさんの声 

○地域において様々な団体が子育て支援活動を実施しているが、連携がうまくいってない面があ

るので、こうした子育て支援団体の縦横の連携について力を入れていただきたい。（子育て支

援・少子化対策県民会議） 

○子育ては絶対に祖父母の助けが必要（学生との対話） 
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施策の基本方向 

  （１）子育てを支援する人材の育成 

  

具体的施策 

□子育てを支援する人材の育成 

   地域における身近な相談相手である母子保健推進員や家庭教育アドバイザーなどの育成を

支援するとともに、保育士の資格を持つ人材の発掘とその活用に努めます。 

団塊の世代など経験者の知識やノウハウを活用し、保育施設等でボランティア活動を実施でき

る人材を子育てシニアサポーターとして、市町村と連携して育成します。 

 

□祖父母による子育て支援活動の推進 

子育ての先輩である祖父母による孫育てがスムーズにいくよう、最近の子育てについての知

識などを習得できる機会を設けるなど、必要な支援に努めます。 

 

□子どもの豊かな遊びや体験活動を創造、普及する人づくり 

子どもの自然体験、奉仕活動、遊びなど児童健全育成に取り組む団体の育成と活動を支援し

ます。 

児童の健全育成に取り組む団体で実施している認定指導員やジュニアリーダーの養成講座等

により、子どもの遊びの指導者づくりを推進します。 

青少年の野外活動等を指導するボランティアの養成を促進します。 

 

目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

子育てシニアサポーターのうち、子

育て支援活動している人の数 

289 人 

 

370 人 保育所や子育て支援

センター等で各 1 名

ずつの活動をめざす 

ファミリー・サポート・センター登録

者数（サービス提供者） 

1,468 人 1,720 人 毎年２％程度の増加

と未実施町村での登

録をめざす 

障害児保育の研修を受けた保育士数 477 人 900 人 １保育所あたり3名程

度の受講をめざす 

県児童クラブ連合会認定指導員数 409 人 460 人 毎年概ね 10 人程度

ずつ養成をめざす 

                                                

  （2）子育て支援活動の促進 

 

具体的施策 

□異年齢の子どもや親子が集い交流する活動の場づくり 

   地域住民等が、保護者の就業状況や子どもの年齢等にとらわれず、多様な形で自主的に子ど

もの居場所づくりに取組む「とやまっ子さんさん広場」を市町村と連携しながら推進します。 

放課後や週末等に小学校の余裕教室や児童館等を活用して、子どもが安心して活動できる場

を確保し、遊びや学びなどの様々な取組みを推進します。 

地域の身近なところで、楽しく親子が集い交流する子育てサークルの活動の場づくりを支援し

ます。 

 

□高齢者やＮＰＯ等の力を活かした子育て支援活動の促進 

きめ細やかな子育て支援活動を推進するため、ボランティア、ＮＰＯ、子育てサークル等の団体

の立ち上げや活動が円滑に実施できるよう必要な支援を行います。 

市町村と連携し、子どもと高齢者、障害者等との共生や世代間交流を促進します。 

地域の会員同士で育児の援助を行うファミリー・サポート・センター活動の拡充に努めます。 

 

 

 

 



目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

子育てサークル活動組織数 180 サークル 200 サークル 子育て家庭が歩いて

集まれる身近な範囲

を目安に小学校区に

１サークル程度をめ

ざす(※現在の小学

校区は 200) 

ファミリー・サポート・センター設置

市町村数 

12 市町村 全市町村 全市町村での実施を

めざす 

                                                

 
  （3）子育て支援のネットワークづくり 

  

具体的施策 

□子育て支援活動の先進的事例の収集及び提供 

子育て支援に関する NPO やグループ等の先進的な取組や行政との協働事業を収集し、情報

提供を行い、子育て支援活動をしている団体の活性化を促進します。 

 

□子育て支援を行う地域の様々な団体のネットワーク化の促進 

子育て家庭に対して、きめ細やかな子育て支援サービスを効果的・効率的に提供するとともに、

子育て支援団体の活動が効果的、効率的に行われるよう、地域における子育て支援団体や地縁

団体等のネットワークの形成を推進します。 

また、講演会や活動発表、交流会等を行うイベントを開催し、子育て支援団体等の連携を促進

します。 

                             
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



通行目的別死傷者割合(中学生以下)

通学・通園,
25.4%

レジャー,
4.8%

買い物・訪
問, 37.1%

その他私
用, 32.7%

３ 安心して子育てができる生活環境の整備 

  

現状と課題 

   子どもを安心して生み育てるには、安全で安心できるゆとりある環境の整備が重要です。 

このため、子育て中の親子が安心して外出できるように、公共施設や公共交通などにおいて、段

差解消等によるバリアフリー化を促進し、さらに、外出等に優しい妊産婦等優先駐車場や授乳室等

の整備を進めます。 

交通事故にあっている中学生以下の子どもの多くが、通学・通園の時間帯であることから、毎日

通学する通学路を安心して歩けるように、整備を進めていく必要があります。 

また、小学生以下の子どもに対する不審な「声かけ事案」の発生件数が平成 16 年をピークに減

少していましたが、20 年度は増加に転じたことから、今後とも、子どもの危険予測、回避能力を高め

る安全学習、安全指導を効果的に推進するとともに、地域全体で子どもの安全を見守る体制の充

実に努める必要があります。 

 さらに、子育て家庭を含む多世代世帯が安心して生活できるような良好な居住環境が求められて

います。 
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【資料 富山県警察本部 交通事故白書（平成21年版）】 

みなさんの声 

○段差がありベビーカーを押して入れない、授乳室があっても暖房や手洗いがない、父親がオムツ交換

できる場所がない施設が多いが、子育てしやすい環境を進めてほしい。（子育てミーティング） 

○妊産婦駐車場の設置推進はよい話。できることから始めてほしい。 （基本計画策定部会） 

【資料 富山県警察本部調査】 



施策の基本方向 

  （１）子育てにやさしいまちづくり 

 

 具体的施策 

□子育てバリアフリー化の推進 

妊婦、子ども、子ども連れの人が円滑に乗降できるように、低床バスや低床型路面電車（ＬＲ

Ｖ）の導入を促進します。 

安全で快適な子育て環境づくりのため、子どもといっしょに歩いて行ける身近な場所において、

子育て中の親子、妊婦をはじめすべての人が健康運動や遊び場、休息やコミュニケーションの

場となる都市公園を整備するとともに、園路や傾斜路、階段、ベンチ、水飲み、トイレ、案内表示、

手すり、駐車場、出入口などの公園施設のバリアフリー化を推進します。 

 

□子ども連れにやさしい施設・設備の整備促進 

高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の促進に関する法律（交通バリアフリ

ー法）や富山県民福祉条例に基づき、子育て中の親子、高齢者、障害者等の利用に配慮した公

共交通機関や建築物の施設、道路等の整備を都市計画や交通などの関係分野との連携を図り

ながら促進します。 

子育て中の方が安心して文化活動等に参加できるように、県主催の行事において臨時保育室

を設置します。 

妊産婦や乳児を抱えた保護者が安心して外出できるように妊産婦等優先駐車場や授乳室等

の整備を促進します。 

 

□安全・安心まちづくりの推進 

駅周辺の主要な道路において移動の円滑化を推進し、事故の危険性の高い通学路において

安全・安心な歩行空間の創出を推進します。 

河川が安全な水辺空間となるよう、緩傾斜護岸などを整備し、身近なオープンスペースとして

活用します。 

 

目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

うるおいある都市空間の面積 ７１９ｈa ７４０ｈa 県及び市町村の整備

見込みに基づき設定 

                                                

 （２）子どもの交通安全対策の推進 

 

 具体的施策 

□交通安全教育等の推進 

保育所、小学校等において参加・体験・実践型の交通安全教育を推進します。 

チャイルドシートの普及・啓発活動を推進するとともに、チャイルドシート着用推進の指導員を

育成します。 

自転車乗車時のヘルメット着用推進の広報、幼児二人同乗用自転車の安全運転講習等の開

催などを実施します。 

街頭指導等を通じた交通ルール・マナーの指導・啓発を行うほか、子ども自転車大会の開催

を通じて交通安全意識の高揚を促進します。 

 

□交通危険箇所の調査と安全対策の実施 

幼児、小中学生が交通危険箇所を調査して、ヒヤリマップ作成や交通安全ホームページ製作

に取り組むこと等により、地域住民をはじめ幅広く交通安全意識を啓発します。 

重大な交通事故発生現場での実地調査により、子どもに配慮した交通施設の設置など交通環

境の改善と整備を推進するとともに調査結果等の情報をホームページ等により県民に提供しま

す。 

 

 



目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

安全に通学できる歩道割合 61.3％ 約 7割 県の整備見込みに基

づき設定 

バリアフリー化信号機の設置数 ５２基 ６６基 主要駅周辺の主な経路

にある信号機の 8 割の

バリアフリー化をめざす 

チャイルドシートの使用率 59.3％ 極力 100% 未就学児の死傷防止

のため極力 100％の

使用をめざす 

交通事故死傷者 （死者数） 

           （負傷者数） 

58 人 

7,211 人 

46 人 

6,500 人 

国目標（本県のＨ２４

の本県死者数など）

を基に設定 

 

（３）子どもを犯罪から守るための活動の推進 

 

 具体的施策 

□犯罪被害に遭わないための防犯安全教育の推進 

防犯意識を高め、不審者に対する対処方法を身につけるため、「子ども安全サポーター」を幼

稚園、学校等に派遣し、防犯安全教育を推進します。 

 

□犯罪から地域の子どもを守る意識を高める情報提供・指導の推進 

ホームページを活用した子ども安全情報を提供し、子どもの安全を守る意識を高めるとともに、

子ども１１０番の家に対する防犯指導に取り組みます。 

学校や関係機関を通じて、子どもの犯罪等の被害の現状、関連分野の規制について広報啓

発活動を推進します。 

 

□防犯ボランティアとの連携強化と情報の共有化 

民間パトロール隊などの県民の自主的な防犯活動に対する支援や「地区安全なまちづくり推

進センター」の活動の充実を図り、地域ぐるみによる子どもの安全対策を推進します。 

児童の安全を守る学校安全パトロール隊などの防犯ボランティアとの連携を強化します。 

学校や通学路における子どもの安全確保を図るため、学校、家庭及び地域の関係機関・団体

が連携を図りながら、地域全体で子どもの安全を見守る体制の整備を推進します。 

不審者情報等を県下全域または地域ごとに統計等で提供します。 

 

目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

防犯教室の開催率 ９６．８％ 極力 100% 可能な限りすべての

学校で開催すること

をめざす 

地区安全なまちづくり推進センター

の設置数 

１７９地区 200 地区 全小学校区に設置

することをめざす 

学校における刑法犯認知件数 ４１３件 毎年減少 具体的な目標数値の

設定は困難だが、毎

年の減少を目ざす 

                    

（４）良質な住環境の確保 

 

 具体的施策 

□子育て世帯を支援する良質な住環境の整備 

財団法人富山県建築住宅センターにおいて、住宅相談所を開設し一般県民に対して住宅相談

や住情報を提供します。 

市街地再開発事業などにより、中心市街地への住宅供給を推進します。 

  

□多世代同居住宅促進の支援 

多世代世帯が同居できる住環境を確保するための住宅取得を支援します。 



４ 母と子の健康づくりへの支援 

 

現状と課題 

妊娠・出産・産褥期は、子どもの安らかな心身の発達に寄与する重要な時期であるため、この時期

の母子と家族を、社会全体で支援することが重要です。 

特に、近年では、ライフスタイルの変化に伴い、出産年齢の高年化や低出生体重児の増加、健診

未受診妊婦の問題など、妊娠・出産に関する一層の安全性の確保とともに、快適で満足できる妊

娠・出産を支援するための体制整備が求められています。 

中でも、リスクの高い妊娠・出産に対応した高度な医療を安定的に提供するため、周産期医療体

制の更なる充実強化が求められています。 

  その一方で、不妊に関する悩みに対応するため、就労しながら不妊治療を継続できる社会環境の

整備が望まれていることから、相談体制の充実強化に加え、職場における不妊治療に関する正しい

理解の促進が求められています。 

子どもの心身の健やかな成長を支援するため、乳幼児期から小児期にわたる一貫した健康診査

の実施や相談体制の更なる充実が求められるとともに、夜間の子どもの急病等に対応できる相談体

制及び小児救急体制の充実が求められています。 

障害を有する子どもや保護者に対しては、早期からの適切な対応(療育)が必要であり、発達障害

については、「気になる」という段階から親子をサポートできるような仕組みづくりが必要です。 

さらに、障害児の成長過程に応じて必要な情報が関係者に引き継がれる等、関係機関の連携のも

とに福祉や教育が一貫して適切に提供されるよう、切れ目のない支援体制の構築を図ることが必要

です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料 県厚生部「人口動態統計」】 

みなさんの声 

○親学を学んでもらうため、出産前に母親学級があるように、０歳児の親を対象に両親学級を定期的

に実施してはどうか。これを出産期間毎に区切り定期的に実施することで、顔見知りも増え、交流も

深まるのではないか。（子育て支援・少子化対策県民会議） 

○不妊に関する相談や医療の体制は十分に確保されているが、不妊治療は通院回数が多く休暇が

取得し難いといった意見を聞く。不妊治療が受けやすい職場環境の整備を望む。（子育て支援・少

子化対策県民会議） 

低体重児の推移
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【資料 県厚生部「人口動態統計」】 

【資料 県厚生部調査】 

年齢階層別知的障害者（児）数の推移

4,349 4,476 4,586 4,720

1,095 1,169 1,258 1,320 1,359

4,244

579546520
499

476

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

人
　
　
数

18 歳未満 

65 歳以上 

18～64 歳 

周産期死亡率の推移

0.0

3.0

6.0

9.0

Ｈ７ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
年

率（出産千対）

県率 国率

【資料 県厚生部「人口動態統計」】 



施策の基本方向 

  （１）安全で安心な妊娠・出産の支援 

具体的施策 

□ 妊娠期からの継続した保健、医療等の支援体制の整備充実 

妊婦の心身の健康の保持や、子どもの健やかな成長のため、医療機関と連携し、妊娠の早期

届出を更に推進します。 

妊婦健康診査の必要性や重要性に関する普及啓発に取り組みます。 

妊婦の多様なニーズに対応できるよう、助産師外来の開設支援や、助産所における妊婦健診

の普及推進に努めます。 

妊娠・出産に関する安全性を確保しつつ、快適かつ満足できる出産を支援し、産前産後の母

の心身の安定を図るため、関係機関との連携による支援体制の充実に努めます。 

社会的、身体的、精神的に支援が必要な妊婦に対しては、保健、医療、福祉等、関係機関との

連携による支援の充実に努めます。 

女性は、妊娠、出産をはじめとする女性特有の身体的機能を有し、心身にわたるさまざまな悩

みを抱えることが多いことから、健康教育やグループカウンセリング等の推進や相談体制の充実

を図ります。 

生まれてくる子どもの歯の形成や妊婦自身の健康を守るため、妊娠中の歯と歯ぐきの健康づく

りのための取り組みを推進します。 

 

□ 保健・医療従事者の資質の向上 

 母子保健関係者の人材育成と資質向上を支援するため、母子保健医療に関する研修会の充

実に努めます。 

市町村等が行う母子保健事業の評価に関する仕組みについての検討を進めます。 

 

目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

妊婦健康診査の受診率 93.2％ 97.0％ 更なる受診率の向上をめ

ざす 

妊娠 11週以下での妊娠の届出率 76.1％ 極力 100％ 国の目標値に準じる 

                                                

  （２）子どもの健やかな成長のための支援 

具体的施策 

□ 乳幼児の健康診査や保健指導の充実 

保護者の満足度を意識した健康診査の充実を図るとともに、健診を受診しない親子に対する

支援の強化に努めます。 

新生児訪問や乳児訪問、乳幼児健康診査などを契機として、育児に悩む保護者の早期発見と

その支援に努めます。 

未熟児や発達に何らかの支援を要する乳幼児に対して、相談機会の充実を図るとともに、関

係機関との連携による支援体制の強化に努めます。 

乳幼児の事故防止、予防強化を図るため、市町村が実施する乳幼児健診などの場を活用し、

保護者に対する意識啓発をきめ細かく行うための取組みを支援します。 

市町村における両親学級等の内容の充実を図り、父親や家族を含めた、妊娠、出産、育児に

関する正しい知識の普及を推進します。(再掲） 

市町村が実施する安心、安全な出産に向けた妊婦等支援教室の開催を支援します。（再掲） 

 

□ 母乳育児の推進や乳幼児の身体と心の健康づくり 

全国に誇る高い母乳育児実施率と、全国一多い WHO・ユニセフ認定病院「赤ちゃんにやさしい

病院」（全国61箇所のうち本県4箇所認定）という本県の特徴を活かし、更なる関係機関、関係団

体の連携による母乳育児推進のための環境づくりに努めます。また、母乳育児の継続を支援す

るための環境づくりを推進します。 

幼児期から、早寝早起きなどの基本的な生活習慣が身につくように、あらゆる保健事業の機会

を通じて、正しい知識の普及啓発に努めます。 

乳幼児とその保護者に対する歯磨き習慣の定着等を支援し、健康の基礎となる歯と歯ぐきの



健康づくりを推進します。 

 

目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

未熟児訪問指導の実施率 92.0％ 95.0％ 更なる実施率の向上を

めざす 
出産後 1か月時における母乳育児の割合 63.6％ 増加傾向へ 全国平均よりかなり高い

が、引き続き向上をめざす 

3 歳児健康診査の受診率 96.5％ 97.0％ 保護者の関心を集め、

受診率の向上をめざす 

むし歯のない子ども（3 歳児）の割合 73.1％ 80.0％ 国の目標値に準じる 

                                                

（３）障害や疾病のある子どもへの支援の充実 

具体的施策 

□ 障害等を有する子どもの早期発見・早期療育 

市町村が行う乳幼児健診において、障害児等を早期かつ適切に把握するとともに、対象となる

子どもの早期療育支援に努めます。 

先天性代謝異常症や聴覚障害などの新生児マススクリーニング検査の推進や精度管理、フォ

ロー体制の充実に努めます。 

障害を有する子どもの早期発見、早期療育にかかわる人材の育成に努めます。 

 

□ 子どもの成長に応じた一貫した支援体制の充実 

 医療機関や関係機関との連携を強化し、小児慢性特定疾患治療研究事業を推進するとともに、

慢性疾患等により長期にわたり療養を必要とする子どもとその保護者等に対する支援の充実を

図ります。 

心臓病や糖尿病、がんなどの疾病や障害を有する子どもと保護者等の支援に努めます。 

医療、保健、福祉、教育等の関係機関が連携を強化し、障害をもつ子どもの成長に応じて一貫

した支援が提供されるよう、支援体制の充実・強化に努めます。 

 

□ 発達障害に対する総合的な支援の充実 

発達障害のある子どもに対して、医療・教育・福祉関係機関の相互連携による総合的支援体

制の整備に努めます。 

発達障害者支援センターにおける発達障害児及びその保護者等に対する相談支援や発達支

援、情報提供等の充実に努めます。 

 

目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

児童ディサービスの利用者数 

（1 ヶ月当りの見込量） 

364 人 520 人 障害者福祉計画をベース

に、毎年20人ずつ増加 

富山型ディサービス実施事業所数 71 か所 95 か所 障害者福祉計画、総合計

画を基に設定 

発達障害者支援センター実利用者数 1,079 人 1,350 人 支援体制の充実による利

用者の増加を設定 

                                                

（４）周産期医療等の充実 

具体的施策 

□ 周産期医療体制の整備充実 

   高度な周産期医療を提供し、24 時間 365 日受け入れることができる、総合周産期母子医療セ

ンター（県立中央病院）の整備充実を図ります。 

消防機関との円滑な連携により、母体及び新生児の救急搬送体制の強化を図ります。 

医療圏ごとに整備されている地域周産期母子医療センターの機能を明確化し、緊急性、専門

性、特殊性に応じた搬送に努めるほか、搬送先選定の迅速化に努めます。 

総合及び地域周産期母子医療センターを支援する病院を位置付け、県全体としての周産期医

療体制の安定と充実強化に努めます。 
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高岡市 射水市
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南砺市
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魚津市

黒部市

入善町 朝日町

高岡医療圏

砺波医療圏

富山医療圏

新川医療圏

◎ 総合周産期母子医療センター

（母子医療センター）
○ 地域周産期母子医療センター

☆ 第三次救急医療機関

○ 砺波総合病院

○厚生連高岡病院

○ 黒部市民病院

☆ 富山大学付属病院

○ 富山市民病院

☆◎富山県立中央病院

舟橋村

状態が安定した新生児を紹介元の医療機関へ戻す「戻り搬送」等を促進することにより、ＮＩＣ

Ｕの空床確保に努めるとともに、ＮＩＣＵに長期入院している重症児に対応できる病床を整備しま

す。 

周産期医療従事者の更なる資質向上を図るため、関係者に対する研修会の充実に努めます。 

県境を越えた母体及び新生児の搬送及び受入れが円滑に行われるため、近隣各県等との広

域搬送・相互支援体制の構築に努めます。 

 

 

□ 不妊に関する正しい理解の促進と相談体制の整備 

不妊に関する相談体制の充実を図るとともに、不妊に関する正しい理解の促進に努めます。 

相談業務に従事する職員の資質向上を図るため、研修会の充実を図ります。 

職場において、不妊治療に関する正しい理解がすすむよう、職域における啓発に努めます。 

 

目標指標 

項  目（案） ２０年度実績 ２６年度末目標値 目標の考え方 

主に小児科医療に従事している医

師数（小児人口 1万人当たり） 

9.9 人 

（18 年度） 

12 人程度 総合計画の27年度の目標値

「12 人以上」に向けた設定 

主に産婦人科医療に従事している

医師数（出生千人当たり） 

100 人 

（18 年度） 

12 人程度 総合計画の27年度の目標値

「12 人以上」に向けた設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

富山県の周産期医療協力体制

○ 富山市民病院ＮＩＣＵ休止前

H20.3月末まで NIC U62床（うち重症21床）

○ 富山市民病院ＮＩＣＵ (14床）休止後
H20.4月～ NIC U 48床（うち重症 18床）

○ 県立中央病院増床 (5床）後
H20.7月～ NICU 53床（うち重症 21床）

千人あたり 2.3床
（ 全国平均2 .0床 ）

○ H24.4月～ NICU 62床（うち重症 27床）
千人あたり 3.0床

富山県立中央病院

ＮＩＣＵ23床（うち重症対応床9床）

総合周産期母子医療ｾﾝﾀｰ

・富山県立中央病院：NICU23床(うち重症対応床9床）
・富山大学附属病院：NICU15床(うち重症対応床 9床）

周産期第三次救急医療輪番制

砺波総合病院

NICU3床
厚生連高岡病院

NICU9床(うち重症対応床3床)
富山市民病院黒部市民病院

NICU3床

砺 波高 岡富 山新 川

二 次 医 療 圏（地域周産期母子医療ｾﾝﾀー ）

地 域 産 科 医 療 機 関（主に正常妊娠・分娩を担当）

県内ＮＩＣＵ病床数の状況県内ＮＩＣＵ病床数の状況

H18 H19 H20

出 生 数 8,965人 8,728人 8,709人

2,500g未満児 829人 850人 741人

(1,000g未満児） 31人 36人 26人

富山県の出生数および低出生体重児数富山県の出生数および低出生体重児数

H20年4月～休止中

［総合周産期母子医療センターの役割］
①24時間体制で母体搬送・新生児搬送を受入れる
②リスクの高い妊娠に対する医療や高度な新生児医療を提供

［地域周産期母子医療センターの役割］
比較的高度な産科医療・新生児医療（例：緊急帝王切開術等）を行う

例えば出生体重1,000グラム
未満の未熟児の治療

ＮＩＣＵで治療を受け
る赤ちゃん
⇒年間約500人

Ｈ20年7月～NICUを５床
増床(うち重症対応床 ３床)
⇒平成23年度までにさら
に６床増床予定（うち重症
対応床３床）

母と子の健康づくり支援施策(妊産婦編）
～安心して新しい命の誕生を迎えていただくために～

◆ 周産期保健医療対策事業
①医療体制整備
・ 周産期母子医療センターの整備（ＮＩＣＵ等）
・ 周産期救急医療輪番制

②医療情報ネットワーク整備
・ ＮＩＣＵ等の空床、手術の可否などの情報提供

③調査・研究事業
・ 母体搬送、新生児搬送のルールづくり

④周産期関係者研修事業

◆ 妊産婦健康診査の公費負担

Ｈ２１年４月から、妊娠中に受けることが望ましいと

されている１４回の健診費用を公費で助成

◆ 妊産婦医療費助成

次の６疾患を対象とした医療費助成

妊娠高血圧症候群、心疾患、糖尿病、

産科出血、貧血、切迫早産

◆母の心のケア推進事業
妊娠期から出産後・育児中の女性に対する、様々

な心身の不安への相談事業

①個別相談（訪問、電話、面接）

②関係者研修会

◆安心な妊娠 ・出産サポートブック

作成事業
妊娠中の経過記録や、県の子育て

支援施策を紹介するサポートブック

を作成・配布

１ 医療体制整備 ２ 健康診査・医療費助成

３ 相談・支援 ４ 情報提供

H21年度

□ 小児医療体制の充実 

保護者等の不安を解消するため、夜間の子どもの急病等について相談できる体制を整備

し、適切な救急医療機関の受診の支援に努めます。 

県内各医療圏の実情に応じて、比較的軽症な患者を対象とした初期救急から、入院を必要

とするような患者を対象とする第二次救急、さらに重篤な患者を対象とする第三次救急までの

小児科救急医療体制の充実を推進します。 

小児科医等を目指す医学生に修学資金を貸与するとともに、勤務環境や処遇の改善に向

けた各種施策の実施に努め、小児科医の人材確保を図ります。 

妊婦健診は、妊婦さんや赤ちゃんの健康状態を定期的に
確認するために行われます。
妊娠中に受けることが望ましいとされる回数は以下の14

回程度です。

妊婦健康診査

健診では、妊娠中のさまざまな不安や疑問についても気軽に相談しましょう。

妊娠 初 期 ～ ２３週 ４週間に１回 ３回程度
２４週 ～ ３５週 ２週間に１回 ６回程度
３６週 ～ １週間に１回 ５回程度

合計 １４回程度

必要な回数は？

Ｈ21年4月から、
基本的な妊婦健診(14回）が公費の対象となりました。

マタニティマーク

県内周産期母子医療センター配置図 


